
  

 
 

 
平成28年３月期  決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成28年5月10日
上場会社名 株式会社 富山第一銀行 上場取引所  東 
コード番号 7184 ＵＲＬ  https://www.first-bank.co.jp/ 
代表者 （役職名） 取締役頭取 （氏名）横田 格 
問合せ先責任者 （役職名） 取締役総合企画部長 （氏名）柴田 栄文 ＴＥＬ  076-424-1219 

定時株主総会開催予定日 平成28年6月29日 配当支払開始予定日 平成28年6月30日 

有価証券報告書提出予定日 平成28年6月29日 特定取引勘定設置の有無 無 
決算補足説明資料作成の有無：有  
決算説明会開催の有無      ：有  
 
  （百万円未満切捨て）
１．平成28年３月期の連結業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 29,871 9.3 7,932 △1.6 5,380 24.4 
27年３月期 27,336 5.5 8,062 42.3 4,324 66.7 

 
（注）包括利益 28年３月期 2,277 百万円 （△87.6％）   27年３月期 18,369 百万円 （247.6％） 
 

  １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
自己資本 

当期純利益率 
総資産 

経常利益率 
経常収益 

経常利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
28年３月期 88.71 - 5.5 0.6 26.6 
27年３月期 71.62 - 5.0 0.6 29.5 

 
（参考）持分法投資損益 28年３月期 － 百万円   27年３月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期 1,314,807 104,080 7.6 1,493.04 
27年３月期 1,251,094 99,643 7.7 1,586.24 

 
（参考）自己資本 28年３月期 99,840 百万円   27年３月期 95,764 百万円 
「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。な
お、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

28年３月期 71,370 △52,294 2,159 37,393 
27年３月期 13,048 △47,020 △551 16,159 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
27年３月期 - 4.00 - 6.00 10.00 603 14.0 0.6 
28年３月期 - 5.00 - 9.00 14.00 903 16.8 0.9 
29年３月期（予想） - 7.00 - 7.00 14.00   16.8   
 
 
３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 15,100 △6.4 5,300 △2.7 3,600 0.4 53.83 

通期 27,400 △8.3 7,600 △4.2 5,100 △5.2 76.26 
 
 



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  -社  （社名）-、除外  -社  （社名）- 
 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
（注）詳細は、添付資料Ｐ．14「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」を
ご覧ください。 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年３月期 67,309,700 株 27年３月期 60,809,700 株 
②  期末自己株式数 28年３月期 439,115 株 27年３月期 438,146 株 

③  期中平均株式数 28年３月期 60,654,858 株 27年３月期 60,376,570 株 
 

 
（参考）個別業績の概要 
１．平成28年３月期の個別業績（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  経常収益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年３月期 26,046 9.8 7,547 △2.6 5,296 24.4 
27年３月期 23,712 7.5 7,750 43.8 4,257 68.1 

 

  １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
  円 銭 円 銭 

28年３月期 87.31 - 
27年３月期 70.51 - 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年３月期 1,305,304 97,715 7.4 1,461.26 
27年３月期 1,242,306 93,776 7.5 1,553.31 

 
（参考）自己資本 28年３月期 97,715 百万円   27年３月期 93,776 百万円 
「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。なお、本「自己資本比率」
は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 
 
２．平成29年３月期の個別業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 
  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 
  経常収益 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期（累計） 13,200 △7.3 5,100 △2.7 3,500 △1.2 52.33 

通期 23,500 △9.8 7,200 △4.6 5,000 △5.6 74.77 

 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 
  この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取
引法に基づく連結財務諸表及び財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  1.本資料に掲載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、本資料発表日現在において当行が入手している情報
及び合理的と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当行として約束する趣旨のものではありません。また、実
際の業績等はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与える可能性のある重要な要
因には、国内外の経済情勢、株式市場等の状況変化等がありますが、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるもの
ではありません。
  2.連結・個別の平成29年3月期業績予想における１株当たり当期純利益算出の予想期中平均株式数は平成28年3月期末発
行済株式数（自己株式を除く）を使用しております。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

 （１）経営成績に関する分析 

    ① 当期の経営成績 

平成 27 年度の日本経済は、新興国経済の減速の影響から輸出が低調となった

ものの企業業績が好調に推移する下で設備投資が緩やかな回復を維持し、個人消

費も雇用所得環境の改善を背景に底堅く推移しました。 

当行の主たる営業基盤である北陸の景気につきましても、公共投資は減少した

ものの企業の設備投資が増加し、個人消費や住宅投資も改善を見ました。 

しかしながら、年度の後半においては、原油価格の下落基調の長期化、新興国

経済の回復力への弱気化などから世界経済の回復力の下方への見直し機運が広

がり、先行きについても、内外金融市場において織り込まれてきた、米国経済の

回復と米国金融政策の金利引き上げという予想シナリオに揺らぎが見られるな

ど不透明感が台頭しました。   

世界経済について慎重な予想が強まる中で、わが国の景気の足元や先行き見通

しについても慎重な見方が強まり、金融資本市場では、株価の下落や為替のドル

安･円高方向への振れが見られるなど不安定な動きが生じました。こうした状況

に対して、日本銀行は「マイナス金利付き量的･質的金融緩和」という過去に例

を見ない金融緩和政策を採用しました。この政策採用により金融市場では短期市

場金利のみならず長期金利もマイナス金利になるなど政策効果の波及がみられ

ましたが、預金や貸出市場への波及･浸透につきましたは不透明な状況にありま

す。 

世界経済や日本経済の緩やかな回復という基本的な流れは持続しているとい

う見方が大勢であります。年度後半に台頭した不透明要因を吸収しながら持続

的な回復軌道に復帰してゆくためには、経済主体がそれぞれに努力することが

求められる状況にあります。 

  このような金融経済環境のなかで、当行グループは、経営全般にわたる効率

化、健全化に向けた取り組みを一層強化してまいりました。 

平成 27 年度は第 13次中期経営計画「ＦＯＲＣＥ〈勢い。力強く、前へ〉」の

中間年度として、その重点施策やアクションプランで取り上げた項目を着実に

実行すると同時に、念願の新本店建設･移転を完了いたしました。また、懸案の

株式上場に取組み株式会社東京証券取引所第一部への上場を実現することがで

き、合せて次の様な成果を収めることができました。 

当連結会計年度の経常収益は、株式等売却益などその他の経常収益の改善に

より、298 億 71 百万円（前連結会計年度比 9.3％増）となりました。一方、経

常費用は、物件費の増加等により、219 億 38 百万円（同 13.8％増）となりまし

た。この結果、経常利益は 79 億 32 百万円（同 1.6％減）、親会社株主に帰属す
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る当期純利益は 53億 80 百万円（同 24.4％増）となりました。 

 ② 次期の見通し 

  平成 28年度通期の連結経常収益は、利回り低下による資金運用収益の減少やそ

の他経常収益の減少予想により、前年比△8.3％の 274 億円を見込んでおります。

また、連結経常利益は、前年比△4.2％の 76 億円を見込んでおります。結果、親

会社株主に帰属する当期純利益は、前年比△5.2％の 51 億円を見込んでおります。 

当行単体の経常収益は前期比△9.8％の 235 億円、経常利益は前年比△4.6％の 

72 億円、当期純利益は前年比△5.6％の 50 億円を見込んでおります。 

 

 （２）財政状態に関する分析 

 譲渡性預金を含めた預金等につきましては、営業基盤の拡充に努めました結果、

当期中に 541 億円増加し当期末残高は１兆 1,395 億円となりました。 

     貸出金につきましては、個人向け資金、法人ならびに地方公共団体向けの資金

需要に積極的にお応えしてまいりました結果、当期中に 48億円増加し当期末残高

は、8,086 億円となりました。 

     有価証券につきましては、資金の効率運用のため、国債を始め、株式や受益証

券の引受、購入に努めたことにより、当期中に 429 億円増加し当期末残高は、 

4,410 億円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に預金の増加等により713億70百万円、

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有価証券の取得により△522億94百万

円、財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の発行により21億59百万円となり

ました。 

以上により、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度に比べ 

212 億 34 百万円増加し 373 億 93 百万円となりました。 

 

 （３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当行は、内部留保の充実、財務体質の強化を図りながら、積極的な事業展開や

事務効率化およびお客さまへのサービス向上により企業価値を向上させ、株主の

皆さまへの適切な利益還元により株主価値を拡大させていくことを最重要課題と

考えており、継続的かつ安定的に配当を実施していくことを基本方針としており

ます。 

当期の期末配当につきましては、株主の皆さまの日頃のご支援にお応えするた

め、当期の業績並びに経営環境等を総合的に勘案いたしまして、前期末配当金に

比べて１株につき３円を増額し９円とさせて頂く予定です。 

これにより、平成 27 年度の配当金は中間配当金の５円と合わせて、年間１４円

を予定しております。 
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また、次期の１株当たりの配当金につきましては、年間１４円（中間配当金 

７円、期末配当金７円）を予定しております。なお、これは現時点での経営環境

及び次期の業績見込みによるものです。 

金融機関を取り巻く経営環境は依然として厳しいものがありますが、当行はこ

れからも株主の皆さまへ継続的かつ安定的な配当ができるよう、一層強力な営業

活動に努めてまいります。 

  

２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当行グループは「限りなくクリア（透明）、サウンド（健全）、フェア（公平）」

を経営理念として、お客さま、株主さま、地域の皆さまから愛され、市場から評

価される銀行を目指して「健全経営・効率経営」に積極的に取り組んでまいりま

した。 

この方針を堅持しつつ、従来にも増して地域発展のための金融機能を発揮する

ことで一層の経営体質の強化を図り、経営理念に基づいた業務活動を推進してま

いります。 

また、こうした経済的価値に加え、社会的価値の一層の向上を図る観点から、

コンプライアンス態勢の徹底やコーポレートガバナンスの強化により、引き続き

お客さま、株主さま、地域の皆さまから信頼され、評価される銀行を目指してま

いります。 

 

（２）目標とする経営指標 

第 13 次中期経営計画において目標として開示している主な経営指標は以下のと

おりであります。 

①．中小･個人事業先表債 30百万円以上貸出先数を本中計期間中に 30％増加 

②．個人メイン化取引顧客数を本中計期間中に 10％増加 

③．平成 28 年度末金融再生法に基づく開示債権比率 2.0％未満 

④．金融商品関連手数料年間 12 億円体制 

 

（３）中長期的な経営戦略 

平成 26 年度を初年度とする３ヵ年の第 13 次中期経営計画をベースに、「地域とと

もに。さらなる信認、さらなる進化を」を基本理念とし、 

１．地域とともにさらなる発展を目指しワンランク上のステージにつなげる、 

２．今後の 10年を展望しお客さまに「寄り添う」銀行としてさらなる信認につな

げる、 

３．「個を磨き」さらなる進化を目指す、 
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ことを着実に実行してまいります。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

平成 27 年度は第 13 次中期経営計画の中間年度として計画に定めたアクションプ

ランの実行に取組み概ね所期の目標を達成いたしました。平成 28 年度は第 13 次中

期経営計画の最終年度であり、残る課題の実践、目標の達成に全力で取り組むと共

に、日銀によるマイナス金利政策に代表される、日々刻々と変化する金融制度環境

に適切に対応するよう臨機の課題設定を行い、これらを着実に実践してまいります。 

第一に営業推進につきまして、第 13 次中期経営計画の仕上げとして、引き続き預

金、貸出金等のボリュームの拡大を図ってまいります。マイナス金利下においても

しっかりと預金、貸出、債券運用を増やし、金融の仲介機能を発揮すべく工夫･努力

をしてまいります。具体的には、一点目に資金調達面での工夫であり、市場金利が

マイナスの状況の中、あらゆる可能性について点検をしてまいります。二点目に、

貸出業務の総点検を図ってまいります。お客さまの把握･フォローの在り方、審査の

在り方等の貸出事務プロセスを再点検してまいります。三点目に、業務プロセスの

見直しを図ってまいります。事務の集中、ＩＴ化による事務の削減により、人材な

どの経営資源の企画、開発、営業へのシフトを検討してまいります。四点目に、ビ

ジネスの融合、複合化を図ってまいります。貸出という単品ではなく、他ビジネス

との多様な組み合わせによるトータルサービスの提供を目指してまいります。 

第二に金融制度環境につきまして、ＩＴ関連企業への出資規制緩和のような経営

管理にかかる規制の弾力化の議論が進んでおります。こうした制度の変更は、対応

力により銀行間の階層構造の発生も予想され、コア業務である預金、貸出、有価証

券運用を中心としたバンキング業務をしっかりと点検・改革し、商品サービスの複

合化、チャンネルの多様化、グループ企業の連携強化等により環境適応力の強化を

図ってまいります。こうした施策を着実に実践する中で、地方創生、創業支援、事

業再生等の地域の皆さまのニーズに的確にお応えしてまいります。 

第三にコーポレートガバナンスの観点では、企業統治指針に適切に対応してまい

ります。また、資本効率の更なる向上に努め、企業価値の持続的な向上を目指すと

ともに、株主の皆さまへの配当による還元に意を用いてまいります。 

当行は、平成 28 年３月 15 日に株式会社東京証券取引所第一部に上場いたしまし

た。永きにわたり当行を支えていただきました株主ならびにお取引先の皆さまに深

く感謝申しあげると共に、今後とも一層のご支援を賜りますよう心からお願い申し

あげます。 
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当行グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海

外からの資金調達の必要性が乏しいため、会計基準につきましては日本基準を適用

しております。 

 

 

㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-6-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-7-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-8-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-9-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-10-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-11-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-12-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-13-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-14-



（５）連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（「企業結合に関する会計基準」等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日。以

下「企業結合会計基準」という。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計

基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日。以下「連結会計基準」という。)及び「事業分

離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成 25 年９月 13 日。以下「事業分

離等会計基準」という。)等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場

合の子会社に対する当行の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、

取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理

の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財

務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び

少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第 58-2 項(4)、連結会

計基準第 44-5 項(4)及び事業分離等会計基準第 57-4 項(4)に定める経過的な取扱い

に従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響額はありません。 

 

（セグメント情報） 

１．報告セグメントの概要 

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務

情報が入手可能であり、取締役会等において、経営資源の配分の決定及び業績を評価

するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当行グループでは、当行及び富山ファースト・ビジネス株式会社が銀行業務を展開

し、富山ファースト・リース株式会社がリース業務を展開しております。 

したがって、当行グループは「銀行業」と「リース業」の２つを報告セグメントと

しております。 

２．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の

算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、経常利益をベースとした数値であり、セグメント間の取

引は市場実勢価格に基づいております。 

３．報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に

関する情報 
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 
 （単位：百万円）  

報告セグメント 
 

銀行業 リース業 計 
その他 合計 調整額 

連結財務
諸表計上
額 

経常収益  

外部顧客に対する経常収

益 

25,965 3,424 29,390 480 29,871 - 29,871

セグメント間の内部経常

収益 

169 412 581 46 628 △628 -

計 26,134 3,837 29,972 527 30,499 △628 29,871

セグメント利益 7,553 213 7,766 170 7,937 △4 7,932

セグメント資産 1,305,304 10,206 1,315,510 12,086 1,327,597 △12,789 1,314,807

セグメント負債 1,207,590 8,265 1,215,856 7,262 1,223,118 △12,391 1,210,727

その他の項目 

減価償却費 1,395 4 1,400 3 1,404 - 1,404

資金運用収益 18,977 0 18,978 259 19,238 △121 19,116

資金調達費用 1,081 64 1,146 76 1,222 △150 1,071

特別損失 264 0 264 0 264 - 264

（固定資産処分損） 9 0 9 0 9 - 9

（減損損失） 255 - 255 - 255 - 255

税金費用 1,988 75 2,063 62 2,126 - 2,126

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 

5,435 1 5,436 0 5,437 - 5,437

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また差異調整につき

ましては、経常収益と連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しておりま

す。 

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジット

カード業務及び金銭の貸付等の業務を行っております。 

３．調整額は、以下のとおりであります。 

(1）セグメント利益の調整額△４百万円は、セグメント間取引消去であります。 

(2）セグメント資産の調整額△12,789百万円には、貸出金のセグメント間取引消去10,881百

万円、リース債権及びリース投資資産のセグメント間取引消去857百万円を含んでおりま

す。 

(3）セグメント負債の調整額△12,391百万円には、借用金のセグメント間取引消去10,881百

万円、預金のセグメント間取引消去337百万円を含んでおります。 

(4）資金運用収益の調整額△121百万円には、貸出金利息のセグメント間取引消去117百万円

を含んでおります。 

(5）資金調達費用の調整額△150百万円には、借用金利息のセグメント間取引消去117百万円

を含んでおります。 

４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
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（１株当たり情報） 

 

 
当連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

１株当たり純資産額     1,493円4銭 

１株当たり当期純利益金額     88円71銭 

（注）１．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
当連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円     5,380 

普通株主に帰属しない金額 百万円     － 

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益 
百万円      5,380 

普通株式の期中平均株式数 千株     60,654 

２．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載して

おりません。 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 

 

なお、上記以外の連結財務諸表に関する注記事項については、決算短信における開示の

必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-17-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-18-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-19-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-20-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-21-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-22-



㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-23-



平 成 ２ ８ 年 ３ 月 期

決 算 説 明 資 料

平成28年5月10日

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行
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      平成２８年３月期決算の概要

（単体）      ･･････････    １

（単体）      ･･････････    １

（連結）      ･･････････    ２

（単体）      ･･････････    ３

（１）全店
 

（２）国内部門

（単体）      ･･････････    ３

    （単体･連結）      ･･････････    ４

（単体）      ･･････････    ４

    （単体･連結）      ･･････････    ５

９．リスク管理債権の状況     （単体･連結）      ･･････････    ６

10．金融再生法開示債権 （単体）      ･･････････    ７

11．金融再生法開示債権の保全状況 （単体）      ･･････････    ７

12．貸倒引当金の状況 （単体）      ･･････････    ７
 
13．業種別貸出状況等 （単体）      ･･････････    ８

（１）業種別貸出金

（２）業種別リスク管理債権

（単体）      ･･････････    ９

（１）主要勘定末残高 （単体）

（２）主要勘定平均残高 （単体）

（３）個人預り資産の残高 （単体）

（４）消費者ローン残高 （単体）

（５）中小企業等貸出比率 （単体）

（６）その他 （単体）

４．利回･利鞘

５．有価証券関係損益

６．自己資本比率（国内基準）

７．ＲＯＥ

［ 目 次 ］

１．損益状況

２．業務純益

３．損益状況

８．有価証券の評価損益

14．預金・貸出金の残高等
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Ⅰ．平成28年3月期決算の概況

    １．損  益  状  況 〔 単 体  〕 （単位：百万円）

平成28年3月期 平成27年3月期

前 年 比

17,597 △ 1,522 19,119
19,623 847 18,776
17,896 507 17,389
1,460 53 1,407

△ 1,758 △ 2,080 322
△ 2,025 △ 2,368 343

16,883 △ 1,447 18,330
18,455 267 18,188
16,999 464 16,535
1,452 37 1,415

△ 1,568 △ 1,946 378
△ 1,571 △ 1,712 141

（△） 13,127 1,290 11,837
（△） 6,055 190 5,865
（△） 6,069 694 5,375
（△） 1,002 405 597
（△） - 96 △ 96

4,470 △ 2,908 7,378
(注） 6,496 △ 442 6,938

3,077 2,705 372
う ち 2,954 1,660 1,294
う ち （△） △ 51 △ 933 882

（△） - △ 984 984
（△） 2 2 0
（△） △ 49 △ 74 25
（△） △ 4 124 △ 128

う ち 37 △ 22 59
う ち 115 115 -
う ち  △ 81 19 △ 100

7,547 △ 203 7,750
△ 264 △ 135 △ 129

△ 9 7 △ 16
（△） 255 142 113

7,282 △ 338 7,620
（△） 1,831 △ 770 2,601
（△） 154 △ 607 761

5,296 1,039 4,257
注 １．コア業務純益=業務純益 - 国債等債券関係損益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

２．当期においては、一般貸倒引当金と個別貸倒引当金の合計額が取崩超過となりましたので
　取崩超過額を貸倒引当金戻入益に計上しております。
ｌ、ｌ

2 ．業  務  純  益 （単位：百万円）

28 年 3 月 期 27 年 3 月 期

前 年 比

4,470 △ 2,908 7,378
6,191 △ 4,171 10,362
6,496 △ 442 6,938
8,997 △ 747 9,744

（注）職員数は期中平均人員を使用しております。28年3月期722人、27年3月期 712 人

税 引 前 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

職 員 １ 人 当 た り （ 千 円 ）

当 期 純 利 益

業 務 純 益
職 員 １ 人 当 た り （ 千 円 ）

コ ア 業 務 純 益

〔 単 体  〕

経 常 利 益
特 別 損 益

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額
貸 出 金 償 却

そ の 他 臨 時 損 益

債 権 売 却 損
償 却 債 権 取 立 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益

業 務 粗 利 益

人 件 費

そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

（除く国債等債券損益（５勘定 尻）
資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益
そ の 他 業 務 利 益
（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ）

（ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ）

う ち 国 内 業 務 粗 利 益
（除く国債等債券損益（５勘定尻）

資 金 利 益
役 務 取 引 等 利 益

物 件 費

不良債権処理額（貸出金関係）

税 金

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額
業 務 純 益

株 式 等 損 益 （ ３ 勘 定 尻 ）

コ ア 業 務 純 益
臨 時 損 益

固 定 資 産 処 分 損 益

減 損 損 失
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3．  損  益  状  況      〔連   結 〕 （単位：百万円）

平 成 28 年 3 月 期 平 成 27 年 3 月 期

同 年 同 期 比

18,294 △ 1,490 19,784

資 金 利 益 18,045 527 17,518

役 務 取 引 等 利 益 1,481 55 1,426

そ の 他 業 務 利 益 △ 1,232 △ 2,071 839

（△） 13,489 1,221 12,268

（△） △ 35 △ 829 794

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 （△） - △ 985 985

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 （△） - 110 △ 110

偶 発 損 失 引 当 金 繰 入 額 （△） △ 49 △ 74 25

貸 出 金 償 却 （△） 18 △ 4 22

債 権 売 却 損 （△） △ 4 124 △ 128

156 156 -

40 △ 21 61

2,959 1,660 1,299

△ 63 △ 44 △ 19

7,932 △ 130 8,062

△ 264 △ 135 △ 129

7,667 △ 266 7,933

（△） 1,928 △ 779 2,707

（△） 197 △ 574 771

（△） 2,126 △ 1,352 3,478

（△） 160 30 130

5,380 1,056 4,324

（注）１．連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）

                　  ＋(その他業務収益－その他業務費用)
　　　２．当期においては、一般貸倒引当金と個別貸倒引当金の合計額が取崩超過となりまし
　　　　　たので、取崩超過額を貸倒引当金戻入益に計上しております。

そ の 他

経 常 利 益

連 結 粗 利 益

営 業 経 費

貸 倒 償 却 引 当 等 費 用

株 式 等 関 係 損 益

償 却 債 権 取 立 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

特 別 損 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計
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4 ．利  回 ･利  鞘             〔単  体 〕
（１）  全  店 （単位：％）

 ２ ８ 年 ３ 月 期 ２ ７ 年 ３ 月 期

前 年 同 期 比

（Ａ） 1.59 △ 0.03 1.62
貸 出 金 利 回 （Ｂ） 1.38 △ 0.13 1.51
有 価 証 券 利 回 2.11 0.05 2.06

（Ｃ） 1.22 0.07 1.15

1.25 0.07 1.18
預 金 等 利 回 （Ｄ） 0.09 0.01 0.08
（ 預 金 利 回 ） 0.08 0.00 0.08
経 費 率 （Ｅ） 1.16 0.07 1.09

0.09 0.00 0.09

（Ａ）－（Ｃ） 0.37 △ 0.10 0.47
（Ｂ）－（Ｄ）－（Ｅ） 0.13 △ 0.20 0.33

（２）  国  内  部  門 （単位：％）

 ２ ８ 年 ３ 月 期 ２ ７ 年 ３ 月 期

前 年 同 期 比

（Ａ） 1.52 △ 0.04 1.56
貸 出 金 利 回 （Ｂ） 1.38 △ 0.13 1.51
有 価 証 券 利 回 2.24 0.13 2.11

（Ｃ） 1.21 0.06 1.15

1.25 0.07 1.18
預 金 等 利 回 （Ｄ） 0.08 0.00 0.08
（ 預 金 利 回 ） 0.08 0.00 0.08
経 費 率 （Ｅ） 1.16 0.07 1.09

0.08 0.00 0.08

（Ａ）－（Ｃ） 0.31 △ 0.09 0.40
（Ｂ）－（Ｄ）－（Ｅ） 0.13 △ 0.20 0.33

5 ． 有 価 証 券 関 係 損 益             〔単  体 〕 （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 期 ２ ７ 年 ３ 月 期

前 年 同 期 比

△ 2,025 △ 2,368 343

184 △ 305 489

678 585 93

1,532 1,480 52

2,954 1,660 1,294

3,615 1,972 1,643

659 311 348
1 1 0

株 式 等 損 益 （ ３ 勘 定 尻 ）

株 式 等 売 却 益

株 式 等 売 却 損

株 式 等 償 却

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価

資 金 調 達 利 回

総 資 金 利 鞘

預 金 等 原 価

預 貸 金 利 鞘

資 金 運 用 利 回

資 金 調 達 原 価

資 金 調 達 利 回

預 金 等 原 価

総 資 金 利 鞘

預 貸 金 利 鞘

国 債 等 債 券 損 益 （ ５ 勘 定 尻 ）

国 債 等 債 券 売 却 益

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-3-



6 ．自己資本比率（国内基準）

                 〔 単   体 〕  （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

（バーゼルⅢ） 前 年 比 (バーゼルⅢ）

（１） 自 己 資 本 比 率 （ ４ ） ／ （ ５ ） 12.67% 1.26% 11.41%

（２） コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 78,424 6,885 71,539

（３） コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 410 248 162

（４） 自 己 資 本   計（２）－（３） 78,013 6,637 71,376

（５） リ ス ク ア セ ッ ト 615,529 △ 9,754 625,283

                 〔 連   結 〕  （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

（バーゼルⅢ） 前 年 比 (バーゼルⅢ）

（１） 自 己 資 本 比 率 （ ４ ） ／ （ ５ ） 13.22% 1.22% 12.00%

（２） コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 83,026 6,750 76,276

（３） コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 412 248 164

（４） 自 己 資 本   計（２）－（３） 82,614 6,502 76,112

（５） リ ス ク ア セ ッ ト 624,709 △ 9,199 633,908

7 ． Ｒ  Ｏ  Ｅ       〔 単   体 〕 （ 単 位 ： ％ ）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

6.32 △ 4.57 10.89

6.32 △ 4.72 11.04

7.49 1.12 6.37

業 務 純 益 ベ ー ス （ 一 般 貸 倒 繰 入 前 ）

業 務 純 益 ベ ー ス

当 期 利 益 ベ ー ス
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8．有価証券の評価損益

（１）有 価 証 券 の 評 価 基 準

（２）評 価 損 益
〔 単 体 〕

評 価 損 益 評 価 損 益

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損

前 年 比 較

778 430 810 32 348 419 70

27,841 △ 5,895 32,397 4,555 33,736 33,963 226
株 式 10,503 △ 8,699 12,660 2,156 19,202 19,232 29
債 券 13,636 7,087 13,695 59 6,549 6,593 43
そ の 他 3,701 △ 4,283 6,041 2,339 7,984 8,137 153

28,620 △ 5,464 33,208 4,588 34,084 34,382 297
株 式 10,503 △ 8,699 12,660 2,156 19,202 19,232 29
債 券 14,437 7,474 14,496 59 6,963 7,007 43
そ の 他 3,678 △ 4,240 6,050 2,372 7,918 8,142 224

（注）  「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は貸借対照表価額と取得価額

 との差額を計上しております。

〔 連 結 〕

評 価 損 益 評 価 損 益

評 価 益 評 価 損 評 価 益 評 価 損

前 年 比 較

778 430 810 32 348 419 70

29,818 △ 5,505 34,468 4,650 35,323 35,593 269
株 式 12,306 △ 8,111 14,472 2,165 20,417 20,449 31
債 券 13,641 7,076 13,704 62 6,565 6,609 43
そ の 他 3,870 △ 4,470 6,292 2,421 8,340 8,534 193

30,596 △ 5,076 35,279 4,682 35,672 36,012 340
株 式 12,306 △ 8,111 14,472 2,165 20,417 20,449 31
債 券 14,442 7,463 14,505 62 6,979 7,023 44
そ の 他 3,847 △ 4,428 6,301 2,454 8,275 8,539 264

（注）  「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は貸借対照表価額と取得価額

 との差額を計上しております。

そ の 他 有 価 証 券

  合              計

（単位：百万円）
平成２８年３月末 平成２７年３月末

満 期 保 有 目 的

子 会 社 ･ 関 連 会 社 株 式

満 期 保 有 目 的

そ の 他 有 価 証 券

  合              計

（単位：百万円）
平成２８年３月末 平成２７年３月末

時価法（評価差額を損益金処理）

償却原価法

時価法（評価差額を全部資本直入）

原価法

売 買 目 的 有 価 証 券

満 期 保 有 目 的 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券
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    ９．リスク管理債権の状況

              〔 単   体 〕  （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

1,209 518 691

0.14% 0.06% 0.08%

8,583 △ 3,536 12,119

1.04% △ 0.44% 1.48%

158 78 80

0.01% 0.01% 0.00%

2,473 △ 445 2,918

0.30% △ 0.05% 0.35%

12,425 △ 3,384 15,809

1.51% △ 0.43% 1.94%

819,277 5,307 813,970

              〔 連   結 〕   

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

1,226 512 714

0.15% 0.07% 0.08%

8,610 △ 3,537 12,147

1.06% △ 0.45% 1.51%

158 78 80

0.01% 0.00% 0.01%

2,532 △ 464 2,996

0.31% △ 0.06% 0.37%

12,528 △ 3,411 15,939

1.54% △ 0.44% 1.98%

808,692 4,869 803,823

※  リスク管理債権は、貸出金のみを対象としております。

３ か 月 以 上 延 滞 債 権 額

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

貸 出 金 残 高

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

破 綻 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３ か 月 以 上 延 滞 債 権 額

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

貸 出 金 残 高

リ ス ク 管 理 債 権 合 計

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

（ 貸 出 金 に 占 め る 割 合 ）

リ ス ク 管 理 債 権 合 計

破 綻 先 債 権 額

延 滞 債 権 額
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１０．金融再生法開示債権

               〔  単    体  〕 （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

3,878 △ 1,772 5,650
（ 債 権 額 合 計 に 占 め る 割 合 ） 0.46% △ 0.22% 0.68%

6,035 △ 1,258 7,293
（ 債 権 額 合 計 に 占 め る 割 合 ） 0.73% △ 0.15% 0.88%

2,631 △ 367 2,998
（ 債 権 額 合 計 に 占 め る 割 合 ） 0.31% △ 0.05% 0.36%

12,546 △ 3,396 15,942
（ 債 権 額 合 計 に 占 め る 割 合 ） 1.51% △ 0.43% 1.94%

813,186 8,635 804,551

825,732 5,239 820,493

※  金融再生法開示債権には、貸出金のほか、支払承諾見返、外国為替等が含まれております。

１１．金融再生法開示債権の保全状況

               〔  単    体  〕 （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

10,500 △ 3,154 13,654
貸 倒 引 当 金 4,712 △ 1,301 6,013
担 保 ･ 保 証 な ど に よ る 保 全 額 5,787 △ 1,853 7,640

83.69% △ 1.96% 85.65%

１２．貸倒引当金の状況

               〔  単    体  〕 （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

5,643 △ 1,519 7,162
一 般 貸 倒 引 当 金 1,442 △ 269 1,711
個 別 貸 倒 引 当 金 4,200 △ 1,250 5,450

保      全       率   （Ｂ）／（Ａ）

貸 倒 引 当 金 合 計 額

正 常 債 権

債 権 額 合 計

保           全           額   （Ｂ）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

          （   小      計   ） （Ａ）
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１３．業種別貸出状況等
（１）業種別貸出金 〔単       体〕 （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

819,277 5,307 813,970
製 造 業 117,195 4,432 112,763
農 業 ・ 林 業 3,036 125 2,911
漁 業 3 △ 12 15
鉱業,採石業,砂利採取業 1,167 135 1,032
建 設 業 38,715 △ 4,444 43,159
電気・ガス・熱供給・水道業 19,396 501 18,895
情 報 通 信 業 12,928 3,000 9,928
運 輸 業 、 郵 便 業 24,996 1,937 23,059
卸 売 業 40,264 2,021 38,243
小 売 業 32,110 2,193 29,917
金 融 業 、 保 険 業 58,170 △ 6,929 65,099
不 動 産 業 45,551 5,419 40,132
物 品 賃 貸 業 16,285 1,196 15,089
学術研究、専門・技術サービス業 4,796 △ 98 4,894
宿 泊 業 4,369 △ 1,973 6,342
飲 食 業 3,252 61 3,191
生活関連サービス業、娯楽業 3,932 △ 45 3,977
教 育 、 学 習 支 援 業 1,214 △ 378 1,592
医 療 ・ 福 祉 15,421 △ 5,173 20,594
そ の 他 の サ ー ビ ス 13,484 △ 9,387 22,871
地 方 公 共 団 体 163,767 9,951 153,816
そ の 他 199,216 2,776 196,440

（２）貸出金業種別リスク管理債権 〔単       体〕  （単位：百万円）

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

12,425 △ 3,384 15,809
製 造 業 3,966 △ 147 4,113
農 業 ・ 林 業 14 △ 12 26
漁 業 - - -
鉱業,採石業,砂利採取業 15 0 15
建 設 業 1,241 △ 1,025 2,266
電気・ガス・熱供給・水道業 4 4 -
情 報 通 信 業 5 △ 38 43
運 輸 業 、 郵 便 業 770 △ 206 976
卸 売 業 1,076 △ 123 1,199
小 売 業 609 △ 370 979
金 融 業 、 保 険 業 - - -
不 動 産 業 1,535 △ 56 1,591
物 品 賃 貸 業 131 △ 46 177
学術研究、専門・技術サービス業 81 △ 15 96
宿 泊 業 1,531 △ 1,237 2,768
飲 食 業 165 39 126
生活関連サービス業、娯楽業 148 △ 1 149
教 育 、 学 習 支 援 業 24 △ 4 28
医 療 ・ 福 祉 76 15 61
そ の 他 の サ ー ビ ス 179 △ 108 287
地 方 公 共 団 体 - - -
そ の 他 846 △ 55 901

合       計

合       計

㈱富山第一銀行(7184)平成28年3月期　決算短信

-8-



14．預金･貸出金の残高等

（１）主要勘定末残高及び増減状況 〔単       体〕

（２）主要勘定平残及び増減状況 〔単       体〕

（３）個人預り資産の残高 〔単       体〕

う ち 公 共 債

う ち 投 資 信 託

う ち 年 金 保 険

（４）消費者ローン残高 〔単       体〕

（５）中小企業等貸出比率 〔単       体〕

（６）その他 〔単       体〕

（イ）金   額

（ロ）経常収益比

697 百万＄ 75 百万＄ 622 百万＄
264 522 △ 258

2,680
10.29%

2,626
11.07%

54
△ 0.78%

前 年 比

２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

△ 1.36 62.66

     ①住宅ローン残高
     ②その他ローン残高

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

61.30

174,281
17,744

1,782
577

55,912 8,696 47,216

２ ８ 年 ３ 月 末

176,063
18,321

316,803

２ ８ 年 ３ 月 末

△ 3,615 105,142

367,086

40,752 31,100 9,652
806,452 27,159 779,293

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

1,083,108 13,610 1,069,498

39,611
819,277
430,852

32,977
21,047
5,307
42,652

２ ８ 年 ３ 月 末

前 年 比

２ ７ 年 ３ 月 末

1,100,299 1,067,322

（単位：百万円）

18,564
813,970
388,200

２ ７ 年 ３ 月 末

前 年 比

50,283

8,523 △ 5,360 13,883
37,091 △ 6,952 44,043

101,527個 人 預 り 資 産

預 金

譲 渡 性 預 金

貸 出 金
有 価 証 券

預 金

譲 渡 性 預 金

貸 出 金
有 価 証 券

消費者ローン残高

２ ８ 年 ３ 月 末 ２ ７ 年 ３ 月 末

2,358
前 年 比

194,384 192,026

③ 外 国 為 替 売 買 損 益

中 小 企 業 等 貸 出 比 率

① 役 務 取 引 等 収 益

② 外 国 為 替 取 扱 高
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